
自由権規約委員会による２０１６年４月１９日付情報提供要請への 

日本政府回答 

 

パラ１３ 死刑 

（ⅰ）同法案可決に向けた進展（市民社会の同議論への参加に関する情報含む） 

証拠の一覧表の交付手続の導入を含む刑事訴訟法等の一部を改正する法律案

は，２０１６年５月に国会で可決され，成立した。同法律案の立案過程の法制

審議会や国会審議においては，刑事法の実務家や研究者の他にも，マスコミ関

係者や，無罪判決を受けた元被告人など多様な立場の者から意見が聴取された。 

 

（ⅰⅰ）新しい仕組みを適用するにあたって計画された基準及びそれが死刑を

含めた全ての事案に適用されるか否か 

刑事訴訟法等の一部を改正する法律案においては，公判前整理手続又は期日

間整理手続に付された事件において，被告人又は弁護人から請求があったとき

に，証拠の一覧表の交付を義務付けることとしている。法定刑に死刑が含まれ

る罪の事件は，裁判員裁判対象事件であり，必ず公判前整理手続に付されるた

め，一覧表の交付手続の対象となり得る。 

 

（ⅰⅰⅰ）被疑者の取調べの録音が同法案に含まれるか否か及び同法案が死刑

の事案にいかに適用されるか 

刑事訴訟法等の一部を改正する法律案には，被疑者の取調べの録音・録画制

度の導入も含まれている。法定刑に死刑が含まれる罪の事件についても，同制

度の対象となる。 

 

パラ１４ 慰安婦問題 

２０１４年７月２３日の日本に対する最終見解（CCPR/C/JPN/6）の採択以降に

取った措置に関する情報（日本がお詫びをし，元慰安婦のケアのために１０億

円の支払いを約束したとされる２０１５年１２月の日韓合意に関する情報を含

む）の提供を要請する。 

 別途提出する。 

 

委員会は，また，次のために取った措置に関する情報の提供も要請する。 

(a)全ての事案の調査，並びに加害者の訴追及び処罰 

(b)被害者及びその家族に対する完全な賠償の提供 

(c)入手可能な全ての証拠の開示 

(d) 被害者を中傷し又は事象を否定する試みの非難 

(e) 教科書での言及を通じた生徒への教育 



 別途提出する。 

 

パラ１６ 技能実習制度 

委員会は，２０１５年３月に国会に提出された関連法案の内容及び議論への市

民社会の関与に関する情報を含めた同法案可決に向けた進展に関する情報提供

を要請する。委員会は，低賃金労働者の雇用の慣行を避けるために，同法案が

刑罰や実習生の最低賃金を規定しているか否かに関する情報の提供についても

要請する。 

 技能実習法案は，２０１５年３月に国会に提出され，引き続き継続審議とな

っている。 

 罰則については，同法案において，技能実習生保護の観点から， 

①暴行，脅迫，監禁その他精神又は身体の自由を不当に拘束する手段によって

技能実習を強制する行為 

②技能実習生との間で技能実習に係る契約の不履行について違約金等を定める

行為 

③技能実習生に係る契約に付随して技能実習生の貯蓄金を管理する契約等を締

結する行為 

④技能実習生の旅券又は在留カードを意思に反して保管する行為 

⑤技能実習生に解雇その他の労働関係上の不利益又は財産上の不利益を示して，

技能実習実施時間外における通信，面談の一部又は全部を禁止する旨を告知す

る行為 

⑥実習実施者等による法令違反を主務大臣に申告したことを理由として技能実

習生に対する不利益な取扱いをする行為 

等について，刑罰を科すこととしている。 

 また，賃金については，新制度でも，現在の「日本人が従事する場合の報酬

と同等額以上」という要件と同趣旨の基準を，技能実習計画の認定基準の一つ

として定める予定であるところ，法務大臣及び厚生労働大臣の委託を受けた一

元的な制度管理運用機関である外国人技能実習機構においてその確認を行うこ

ととしている。そして，より適切な判断を確保するため，個々の実習実施者に

は，技能実習生に支払う賃金が「日本人が従事する場合の報酬と同等額以上」

であることについて説明責任を課すこととし，説明責任を果たせない実習実施

者に対しては，認定基準を満たさないものとして，技能実習計画を認定しない

こととしている。 

 

委員会は，２０１４年７月に委員会が最終見解(CCPR/C/JPN/CO/6)を採択して以

降，実地調査の回数を増やすために取った措置についての情報提供を要請する。

委員会は，ここ３年で実施された実地検査の回数，結果についての情報提供に



ついても要請する。 

２０１５年３月に国会に提出され，引き続き継続審議となっている技能実習

法案では，外国人技能実習機構を新設し，法律に基づく実地検査を行わせるこ

ととしており，本法案が成立した場合には，地方入国管理局，労働基準監督機

関等の関係機関との連携強化を図り，これまで以上にきめ細かく対応してまい

りたい。 

 労働基準監督機関においては，これまでも重点的に技能実習実施機関に対

して監督指導を実施してきたところである。 

また，強制労働等の人権侵害が疑われる事案について把握した場合は，出入

国管理機関と合同監督・調査を実施するなど厳しく対応してきたところである。

今後設立が検討されている外国人技能実習機構とも十分連携しつつ，対応して

まいりたい。 

 労働基準監督機関では，技能実習実施機関に対して，2012 年に 2,776 件，

2013年に2,318件，2014年に3,918件の監督指導を実施しており，それぞれ2,196

件，1,844 件，2,977 件の労働基準関係法令違反を認め，是正勧告を行い，また

労働基準監督機関及び入国管理局により，2014 年において 15 件の合同監督・調

査を実施した。 

さらに，技能実習生に係る重大・悪質な労働基準関係法令違反が認められた

技能実習実施機関については，2012 年に 15 件，2013 年に 12 件，2014 年に 26

件を送検した。 

 法務省入国管理局では，労働基準監督機関と合同での調査を積極的に行って

いるところ，２０１４年１０月から，強制労働等技能実習生の人権侵害が疑わ

れ，かつ，労働関係法令違反が疑われる事案に対しては，労働基準監督機関と

合同で監督・調査を実施することとしており，これまで以上に連携強化を図っ

ている。 

また，近年，法務省入国管理局が，独自に行った実地調査の件数は， 

２０１４年   ３５９件 

２０１５年   ４８６件 

であるが，その結果に係る統計は存在しない。 

 なお，実地調査等により，不正行為の事実が認められた場合には，最長５年

間，技能実習生の受入れを停止する等厳格に対応しているところ，近年，不正

行為を通知した機関数は， 

２０１４年   ２４１機関 

２０１５年   ２７３機関 

であった。 

 

パラ１８ 代替収容制度（代用監獄）及び自白強要 



(b)同法案が，全ての事案において，逮捕時から弁護人を依頼する権利が保障さ

れることを確保するようにとの委員会の勧告に完全に準拠しているかに関する

情報も含め，同法案の進展に関する更なる情報を求める。委員会は締約国に対

し，弁護人が取調べ中に立ち会うことを確保するため，締約国の立場を再検討

することを要請する。また，委員会は，同法案に関する議論への市民社会の参

加に関する情報提供についても要請する。 

現行の刑事訴訟法においては，司法警察員等は，被疑者を逮捕したとき等に，

弁護人を選任することができる旨を告知しなければならないこととされている

（同法第２０３条第１項，第２０４条第１項）。これに加えて，刑事訴訟法等の

一部を改正する法律案においては，この告知に当たり，弁護人の選任方法，す

なわち，弁護士，弁護士法人又は弁護士会を指定して弁護人の選任を申し出る

ことができる旨及びその申出先について教示しなければならないこととされた。 

 また，現行の刑事訴訟法においては，死刑又は無期若しくは長期３年を超え

る懲役若しくは禁錮に当たる事件について勾留状が発せられている被疑者が貧

困その他の事由により弁護人を選任することができないときに，裁判官は，被

疑者の請求により，弁護人を付さなければならないこととされているところ，

同法律案においては，法定刑による限定が撤廃され，勾留状が発せられている

全ての事件の被疑者に対して，国選弁護人が付され得ることとされた。 

 同法律案は，２０１６年５月に国会で可決され，成立した。同法律案の立案

過程の法制審議会や国会審議においては，刑事法の実務家や研究者の他にも，

マスコミ関係者や，無罪判決を受けた元被告人など多様な立場の者から意見が

聴取された。 

 

(c)委員会は，取調べのビデオ録画に関する法案に関して提供された情報を認識

し，同法案の進展，同法案の議論への市民社会の参加，同法案により設定され

たビデオ録画の条件に関して，情報提供を要請する。同法案が，全ての取調べ

にビデオ録画が適用されることとされているか否かについてもお知らせ願いた

い。 

 被疑者の取調べの録音・録画制度の導入を含む刑事訴訟法等の一部を改正す

る法律案は，２０１６年５月に国会で可決され，成立した。同法律案の立案過

程の法制審議会や国会審議においては，刑事法の実務家や研究者の他にも，マ

スコミ関係者，無罪判決を受けた元被告人など多様な立場の者から意見が聴取

された。 

 同法律案において導入される取調べの録音・録画制度は，逮捕又は勾留され

ている被疑者を裁判員裁判対象事件又は検察官独自捜査事件について取り調べ

るときには，所定の例外事由に該当する場合を除き，全ての取調べの録音・録

画を義務付けるものである。 



 なお，検察においては，①裁判員裁判対象事件，②知的障害によりコミュニ

ケーション能力に問題がある被疑者等に係る事件，③精神の障害等により責任

能力の減退・喪失が疑われる被疑者に係る事件，④いわゆる独自捜査事件であ

って，検察官が被疑者を逮捕した事件の４つの類型について，引き続き積極的

に録音・録画に取り組んでおり，２０１５年４月から同年１２月までの９か月

間において，①について２，３３３件（対象となる事件の９９．７パーセント），

②について８２７件（同１００パーセント），③について１，９３３件（同９９．

８パーセント），④について９１件（同１００パーセント）の事件で録音・録画

を実施している。 

 また，検察においては，２０１４年１０月から，公判請求が見込まれる身柄

事件で被疑者の取調べを録音・録画することが必要であると考えられる事件等

について新たに録音・録画の試行を行っており，２０１５年４月から同年１２

月までの９か月間において，３５，７５２件の事件でこの新たな試行としての

被疑者の取調べの録音・録画を行っている。 

 警察においては，２００９年，全ての都道府県警察において，裁判員裁判対

象事件について録音・録画の試行を開始し，現在では，知的障害等を有する被

疑者に係る事件についても同試行を実施している。２０１５年４月から２０１

６年３月までの１年間において，裁判員裁判対象事件等に係る取調べについて

２，８９７件（対象となる事件の検挙件数に占める割合は９１．２パーセント），

同期間中の知的障害を有する被疑者に係る取調べについて１，２３１件（同９

７．７パーセント）の事件で録音・録画を実施している。 

（了） 


